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論文審査の結果の要旨 

〔論文内容の要旨〕 

本学位申請論文は、女性の地位や経済厚生の決定要因を、教育制度や情報通信網の整備といった女性を取り巻く環

境要因に着目して明らかにしている。論文は、議論の背景を整理した1章と、それに続く3つの各論からなる。各論で

は、発展途上国のマイクロデータを使った計量分析を行い、突然の政策変更や環境変化といった外的動機による女性

の行動変化の存在を検証している。 

2章では、1989年にヴェトナムで中学校の学費が有料化されたことに注目して、この変更が女性の教育年数を減少さ

せたこと、それにより彼女ら（が母親になった時）の子供の健康状態が悪化したことを明らかにしている。分析には

1997年～2002年の Vietnam Demographic Health Survey を使用している。中学校教育の突然の有料化により、教育

年数は約0.7年減少したが、これにより、新生児および乳幼児の死亡率が約3%高まったという。教育有料化の影響を受

けた世代を特定化できることから、生まれ年を操作変数に使った分析を行い、教育が健康に与える因果効果を抽出し

ている点が特徴である。論文の最後の節では、得られた結果の背景として、教育年数の減少がもたらした初婚や初産

の若年化、それらによる高リスク環境での出産機会の高まり、家計内交渉力の低下による母子健康のための支出の減

少を取り上げて説明している。 

3章では、1985年にケニアで行われた教育制度改革（教育年数の規定が変更されたことで初等教育が1年、そして高

等教育が1年延長されたこと）を利用して、この制度変更が、とくに女性が受ける教育年数を伸ばし、その結果、女性

の自立や厚生を高めたことを明らかにしている。2章と同様に生まれ年による識別を使い、地域差を捉えた操作変数法

の推定に基づいて教育の因果効果を炙り出している点や、女性の行動や厚生が詳細にわかるデータの特徴を活かすこ

とで、教育が与えた影響を様々な視点（初産年齢引き上げや女子割礼の減少、性的家庭内暴力の減少、家計支出の配

分決定権の増加といった効果）から分析している点が新しい。教育が女性の家計内でのエンパワーメントを高め、社

会的立場を高めることを示した結果も興味深い発見となっている。 

4章では、情報通信網の整備が女性の雇用に与える影響について、2012年～2018年のVietnam Household Living 

Standards Surveyを用いて分析している。情報通信網の整備は政府主導で進められ、地域間で大きな差があること、

2010年代に大きく変化していることを利用して、外生的な環境整備が地域の労働市場に与えた影響（情報通信網の

Intention-to-treatの存在）を明らかにしている。地域の景気差や情報通信網のトレンドに加えて、個人や家計の観察

されない属性差を固定効果モデルの推定により取り除きながら分析した結果、情報通信網の整備は、労働契約の無い

不安定な雇用ではなく、労働契約付きの安定的な雇用を増加させること、この影響は教育年数の短い有配偶女性で大

きいことが示される。論文では、この影響の背景として、情報通信網が整備された地域で新しい雇用が創出された可

能性が指摘されている。低学歴の有配偶女性で効果が大きいのは、整備前に活用されていなかった労働力が雇用機会

の増加により活かされるようになったためと考えられる。 

〔審査結果の要旨〕 

 Nguyen氏の博士論文は、発展途上国において、女性の就業状況や家計内の立場、エンパワーメント、そして健康を

含む経済厚生が、教育制度改革や情報通信網の整備といった外的な環境設計により高まることを示した価値のある論

文である。女性の地域が低い地域について、マイクロデータを駆使し、因果効果に着目して統計分析を行っている点

も評価される。本論文の学術的・政策的価値は高く、博士（経済学）に値すると判断される。 




